
木津川市国民健康保険運営協議会　会議要旨
	会議名
	平成２５年度第２回木津川市国民健康保険運営協議会

	日時
	平成２６年１月３０日(木)
午後１時３０分から午後４時００分
	場所
	木津川市役所　全員協議会室

	出席者
	委員

■：出席

□:欠席
	１号委員

（被保険者代表）
	■市川光輝 委員、■桝井惠子 委員、■尾崎田鶴 委員

■樋垣育夫 委員、■村上惠子 委員、■中田勝彌 委員

	
	
	２号委員
(保険医・保険薬剤師代表)
	■飯田泰啓 委員、□岡村明人 委員、□若菜和雄 委員

■上林豊彦 委員、■大西　太 委員、■山口政延 委員

	
	
	３号委員

（公益代表）
	■吉田　茂 委員、■池田昌弘 委員、□辻　清康 委員

■山本　貢 委員、■森本茂子 委員、■森　好美 委員

	
	市理事者
	■河井市長

	
	
	

	
	庶務（事務局）
	（国保医療課）森保健福祉部次長兼国保医療課長、
中島主幹、松下主任

	傍聴者
	 なし

	議題


	１．開会
２．資格審査

３．会長あいさつ
４．市長あいさつ

５．会議録署名委員の指名

６．議事

　（１）審議　平成２６年度木津川市国民健康保険事業計画（案）について

　（２）審議　平成２６年度木津川市国民健康保険特別会計予算（案）について
　（３）審議　後発医薬品利用差額通知等の実施について
　（４）その他

７．閉会

	会議結果要旨


	１．開会

　　　・　開会宣言
２．資格審査
・　会議成立の資格審査
３．会長あいさつ
　　　・　吉田会長あいさつ
４．市長あいさつ

　　　・　河井市長あいさつ

５．会議録署名委員の指名
　　　・　協議会の定めによる会議録署名委員の指名
６．議事
（１）平成２６年度木津川市国民健康保険事業計画（案）について
・　平成２６年度木津川市国民健康保険事業計画（案）の説明
・　質疑・応答
　（２）平成２６年度木津川市国民健康保険特別会計予算（案）について

　　　　　・　平成２６年度木津川市国民健康保険特別会計予算（案）の概要説明

　　　　　・　質疑・応答
（３）審議　後発医薬品利用差額通知等の実施について
　　　　・　質疑・応答

（４）その他

　　　　　・　意見及び質疑・応答

７. 閉会
・　議事終了及び議長降壇
・　閉会宣言

	会議経過要旨


	１．開会

　　　事務局が開会を宣言した。
２．資格審査

委員１８名中 １５名の出席により、会議が成立していることを確認した。
３．会長あいさつ
　　　　吉田会長が開会に際してあいさつを行った。
　　　　要旨は、次のとおり。

・　各委員には、今後とも協議会運営にあたって協力をお願いしたい。
　　　　　　・　今回の議事案件について、慎重なる審議をお願いしたい。
４．市長あいさつ

　　　河井市長があいさつを行った。
要旨は、次のとおり。
・　国保財政は、被用者保険に比べて高齢者や低所得者の加入割合が高いことなど構造的な問題を抱えている。
・　経済政策により情勢に回復傾向が見られるものの、市民の所得が押し上げられているという実感には至っておらず、また、消費税の増税がどのように影響してくるか懸念されている。

・　保険税収入額の伸び悩みや高齢化進展等に伴う医療費の増加など、国保運営を取り巻く環境は依然として予断を許さない状況にある。
・　増税に伴う税収増加分を、社会保障の充実や持続可能な保険制度の構築に配分されるよう国に対して強く要望し、国保事業運営の安定化に努めていきたいと考えているので、今後とも委員の皆様のご協力をお願いしたい。
５．会議録署名委員の指名
会議録署名委員として市川委員と大西委員を指名した。
６．議事
　　　　吉田会長が議長となり議事を進行した。

　（１）　審議　平成２６年度木津川市国民健康保険事業計画（案）について

【配布資料】

　　・　平成２６年度国民健康保険事業計画（案）
【事務局説明の概要】

　　　　　　　平成２６年度木津川市国民健康保険事業を実施するにあたって、次の点を重点施策とし国保事業の運営安定化を図る。

①　国保税収納率の向上

②　適用の適正化

③　医療費の適正化

④　保健事業の推進
　　　　【主な質疑・応答】（○…質疑・意見、➤…質疑に対する応答）
○　国保税の納税においてコンビニ収納を導入したということだが、納付率はどのように変化しているのか。
　　　　　　➤　現年度分で95％程度、過年度滞納繰越分で20数％となっている。全体推移としては、コンビニ収納導入前の平成２２年度は93.43％、コンビニ収納導入後の平成２３年度は94.59％、平成２４年度は94.97％と年々上昇しており、コンビニ収納の効果はかなり大きい。その他、国保税期割単位を100円に見直したことにより、１期目の収納率が非常に上がっていることが収納率上昇の要因と考えられる。
　　　　　　○　国保広域化の検討は、どの程度進んでいるのか。
➤　都道府県単位の広域化については、国において平成３０年度あたりで一元化を行うという方針が出されている。京都府においては、従前より分科会を設けて広域化に向けた現状、種々の調整等について議論している。議論途上において多くの課題に直面しているが、情報交換を通じた調整を順調に行っている。
　　　　【審議結果】
　　　　　　　承認
　（２）　審議　平成２６年度木津川市国民健康保険特別会計予算（案）について

【配布資料】

　　・　資料１　平成２６年度国民健康保険特別会計予算（案）（概要）について
　　・　資料２　平成２６年度国民健康保険特別会計（予算案付属資料）
【事務局説明の概要】

・　当初予算の規模は、71億359万4,000円としている。対前年度で

5.9％の増加である。

・　歳入では、国保税収は、今日の経済状況から所得の伸びが見込めないため２５年度並みで算定した。また、保険給付額の増加に伴う国や府の支出金の増加を見込んでいる。
・　歳出では、医療費の傾向を反映して保険給付費の増加を見込むとともに、後発医薬品利用差額通知や健康づくり教室等の保健事業実施に向けての予算化を図った。
　　　　【主な質疑・応答】（○…質疑・意見、➤…質疑に対する応答）
○　消費税が増税となるが、それに関する措置等は予算に反映されているのか。
➤　当初予算では主に医療費の増加率をもとに算出している。消費税の増税の影響としては、診療報酬の改定やジェネリック医薬品の差額通知等において一応の加味をしている。
○　ジェネリック医薬品利用差額通知について、以前の説明では事業実施に当たって市の予算負担はないと聞いていたが歳出に計上されている。また、事業効果が乏しいようにみられる。
　　　　　　➤　歳出では、委託料として計上している。歳入では特別調整交付金の中にジェネリック医薬品利用差額通知事業が含まれている。国の補助率は100%であるが、郵送料は補助対象外である。事業効果としては、医療費に反映される。また、保険者の努力の評価が上がってくるので、更にプラスアルファとして特別調整交付金のほうで加味される見込みである。
　　　　【審議結果】
　　　　　　　承認
　（３）　審議　後発医薬品利用差額通知等の実施について
　　　　【配布資料】

　　　　　　・　資料３　国民健康保険後発医薬品利用差額通知等について（概要）
【事務局説明の概要】
・　実施の趣旨は、年々増加傾向にある医療費を抑制し、国民健康保険運営の安定化を図るためである。

・　府国保連合会に委託して事業を行い、通知数はレセプト件数に対して５％程度、平成２６年度は８月から開始して全８回、平成２７年度以降は全１２回を予定している。

・　歳出として今年度は委託料と役務費で計208万5,000円、歳入として特別調整交付金で233万3,000円の収入を見込んでいる。事業効果として、923万2,000円の医療費削減を予測している。
・　通知は、医師会、歯科医師会、薬剤師会と協議を済ませた上で行う。同封する案内文は、この協議会の意見を反映した注意事項を記載する。
・　比較するジェネリック医薬品のメーカーとしては、流通が確保されている３社を選定し、この中で最も単価が高いものとを比較する。３社以外が製造する医薬品は、対象としない。
　　　　【主な質疑・応答】（○…質疑・意見、➤…質疑に対する応答）
○　後発医薬品利用差額通知において、単価が最も高い後発医薬品を製造しているのが３社以外であった場合はどれを選定して算出するのか。
➤　比較するのは３社が製造している医薬品のみである。単価が最も高い後発医薬品を製造しているのが他メーカーであっても、その医薬品とは比較をしない。また、対応する後発医薬品を他メーカーでは製造しているが、３社では製造していない医薬品があった場合、これも比較対象としない。
○　後発医薬品は、先発医薬品と主成分が同一であるとされているが、製造方法や製剤方法等が異なる。また、品質面でも疑問点がある。そのため、期待される効果が現れなかったり、思わぬ副作用があったりするなど安全面からの問題点も多い。
○　テレビコマーシャルでも良いイメージ作りをしている。後発医薬品への変更は自己責任だと言われても、問題点を知らない状態で医療費負担が軽減されると通知されたら、単に安価な方を選びかねない。
○　後発医薬品は先発医薬品と同一の主成分を含んでいるとしても、安全性では必ずしも同等であるとは言えない。注意事項の記載の仕方によっては、誤解を招くこともある。
○　問題点が数々あるが、やはり実施していかざるを得ないものなのか。
➤　平成２６年度から実施するということで予算化をしている。医師会、薬剤師会、歯科医師会と協議を経て初回の送付予定を８月としている。実施に当たっては、この場で注意事項の文案も提示していただいたことも反映していきたい。
○　医療費の公費負担受給者も通知対象となるのか。

➤　公費負担受給者についても、自己負担額に置き換えたらどうなるか比較するという意味もあり通知対象とする。
○　差額通知の対象となる軽減額について、500円以上としている自治体もある。

➤　500円以上とすると通知対象者数が少なくなる懸念があるため、300円以上という額からスタートさせていきたい。

○　通知対象となった場合、後発医薬品に変更しなければ毎回通知が送付されてくるのか。
➤　一度送付した方については、４か月間は送付しない。その後は、その方が通知対象となる要件を満たしているか否かによる。

○　後発医薬品への変更率は、国から市への補助金額に影響するのか。
➤　補助金は差額通知実施に対して交付されるものであり、変更率が関係しているものではない。
○　後発医薬品の利用促進を国が方針として掲げているのであれば、それを注意書きの文言に明記した方が良いのではないか。
➤　医療費削減を目標としている以上、後発医薬品の利用を推進していきたいと考えている。本日いただいた貴重な意見に従い、国の方針に基づいて行うということを文言に反映して事業を実施していきたい。

【審議結果】
異議なし
　（４）　その他
　　　①　平成２６年度以降の人間ドック事業について

　　　　【配布資料】

　　　　　　・　資料４　平成２６年度以降の人間ドックの実施について（概要）

【事務局説明の概要】

・　被保険者の利便性の向上と事業の円滑化を図るとともに継続可能な事業となるよう見直しを行った。

・　国保では、ドックの種類を人間ドックと５歳刻みで受診可能な節目併用ドックとし、自己負担額を定額化、検査項目の統一化を図った。
・　事業費は3,343万3,000円とした。

　　　　【主な質疑・応答】（○…質疑・意見、➤…質疑に対する応答）
○　健診受診により疾病の早期発見・早期治療が見込まれ、医療費削減に資するため受診者の増加を図るということだが、受診者の増加が実際に医療費全体への効果としてどう表れているのか。データ分析や検証は行っているのか。
➤　実際の医療費へどう影響しているか、データとして現在は持ち合わせていない。今回、よりわかりやすく、より広く受診していただけるよう利便性を向上させるとともに、事業を継続して実施できるよう自己負担額や検査項目を統一化しドックの種類を２種類とするという見直しを行った。
○　人間ドックと特定健診の重複受診を防ぐ対策は。
➤　来年度は、先に人間ドックの案内を送付し、その申請期間終了後に特定健診の受診券を送付するという日程を組んだ。これにより両方の受診券を所持することを防ぐことができると考えている。
　　　②　健康づくり教室の実施について

　　　【配布資料】

　　　　　　・　資料５　国保健康づくり教室の実施について

【事務局説明の概要】

・　府国保連合会との共催事業で、特定健康診査結果をもとに、健康意識や運動習慣の大切さを知る機会を提供することを趣旨としている。
・　特定健康診査を受診し、生活習慣の改善を希望する方を優先対象者とする。

・　事業内容は、全１２回でインストラクターの指導の下、約１時間のプール運動を実施する。受講者の年齢や運動レベルごとに班分けし、プログラムを組む。初回、中間、最終回に体力測定を行い、変化を見ていく。
・　事業費は27万9,000円とし、参加者の自己負担額は3,000円とする。
　　　　【主な質疑・応答】（○…質疑・意見、➤…質疑に対する応答）
○　参加対象者の範囲は。
➤　特定健診だけでなく、人間ドック受診者も対象となる。ただ、事業実施は、特定健診受診期間終了後である。人間ドックの受診期間は通年としているため、早い時期に受診した方が対象になる。人間ドック利用者で未受診の方であっても申し込みは可能だが、受講人数に制限があるため、定員を超える申込みがあった場合、対象から外れる場合がある。対象者をどの時点で区切るかは、今後の課題である。
７．閉会

議事の終了を受けて議長が降壇し、全日程を終えて事務局が閉会を宣言した。


	その他
特記事項
	特になし
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